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研究成果の概要（和文）：本研究は長崎における原爆の被爆関連の建造物、植物、場所などの現在の実態につい
ての再調査を通して、これらの現代史（昭和史）的資源の保存・利用に関わる課題を具体的に考察した。原爆関
連の遺構や場所について再評価し、都市計画やまちづくりにおける位置づけの必要性を考察し、今後の保存・利
用の積極的な方向性として明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research concentrates on surveys on buildings and places in Nagasaki 
which influenced or damaged by the atomic bomb in the world war 2. As a historical memory, the study
 aims at preservation devices and takes points of view on city planning and tourism.

研究分野：観光学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
被爆建造物が減少する中、本研究はこれらを歴史の記憶として積極的な保存と利用をするための意味と課題を検
討したことで、被爆建造物を現代史資源として積極的に利用し、これは都市計画や観光学に付与することであ
り、平和を発信するという社会的な意義もある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）研究背景には、長崎原爆から 70年が過ぎ、被爆者が年々減り、被爆建造物などによるこの
歴史の記憶と発信が一層重要となり、それによる被爆の歴史の更なる発信という時代の要求が
あった。 
 
（2）しかし、長崎は被爆都市として、原爆遺構についてのリストは作成されたものの、研究不
足であり、保存の施策も不十分であり、新しい時代背景における役割の再検討が緊急課題となっ
ている。 
 
２．研究の目的 
 上のような背景に基づき、本研究は長崎における原爆の被爆関連の建造物、植物、場所などに
ついて再調査を加え、現在の実態を把握し評価し、そこから問題点を明らかにしていくとともに、
平和学習やまちづくりの観点からこれらの現代史（昭和史）的資源の保存・利用に資する新な理
論的根拠を起こしていくことが主な目的となる。 
 
３．研究の方法 
 研究方法は主として、社会学や建築学に用いられる調査法となる。文献調査と実地調査を合わ
せて、実態を把握していく。長崎市における被爆関連の建造物などについては、1995 年ごろ長
崎市作成の「長崎市被爆 50 周年記念事業『被爆建造物等の記録』」にリストアップされたことが
ある。本研究はこのリストを最初の手掛かりとして、現在の実態について再調査を行い、全体的
な把握を図った。そして、個別の事例についても研究を加え、保存と再生に際しての諸側面の課
題を検討した。さらに、長崎市が作成したリストの根拠についても、関連の資料の有無について、
できるだけの調査を加え、過去の作業についての再評価を試みた。ヒアリング調査は補足の手段
として使われた。調査を基礎として、保存と再生についての見解を導き出した。 
 
４．研究成果 
（1）被爆建造物等についての再調査と実態の把握 
1995 年ごろ長崎市作成の「長崎市被爆 50 周年記念事業『被爆建造物等の記録』」にリストアッ
プされたものを手掛かりに、全面的に再調査を行い、滅失したものを把握し、残っているものの
現状についても把握し資料を作成した。この成果は「長崎市における「被爆建造物等」の保存の
課題」（1）（2018.3）、「長崎の被爆建造物等の滅失について」（2）（2021.3）に発表した。研究を通
して以下のことが分かった。 
 ・1995 年長崎市が「被爆建造物等」のリストを作成した後、新たに滅失したものと現在残っ
ているものの実態が明らかにされ、「被爆建造物等」の減少が続いてきた。 
 ・長崎市の「被爆建造物等」に関する取扱基準の特徴が明らかにされ、特に「ランク付け」に
よる評価という点が特徴として挙げられる。ランク Aと Bのものは要保存とされるが、ランク C
と Dは保存の義務はない。要保存とされているランク Bのものも保存されず、滅失したケースが
見られた。 
 ・「建築物」、「工作物・橋梁等」、「植物」という類型別から見ると、滅失が著しいのは「建築
物」であり、建築物としての保存は特に難しいことが見出される。 
 
（2）建築物の保存の問題点についての具体的な考察 
 2018 年長崎県庁舎の移転に伴い、旧県庁舎第 3 別館という被爆建築物の保存の問題が浮上す
る。当時取壊しという状況下にあり、この具体例について調査研究を緊急に行った。成果報告は
「被爆建造物をどう保存するか〜旧長崎警察署をめぐる課題」（3）（2018.3）、「被爆建造物の保存
をめぐる課題〜旧長崎警察署に焦点を当てて」（4）（2019.3）、「旧長崎県庁舎跡地の利用のあり方
について考える〜被爆建造物の保存を視野に」（2019.5）などに発表している。旧長崎県庁舎第
3別館という建築物の前身は旧長崎警察署である。調査研究を通して以下のことが分かった。 
 ・この建物は長崎の「被爆建造物等」のリストに入っているが、取扱基準として「D ランク」
に分類され、保存の義務はないとなっている。 
 ・この建物は大正時代に造られ、原子爆弾による被爆を経験したが、外観上の損傷が少なかっ
た。 
 現行の「被爆建築物等」の取扱基準のもとでは、保存する義務がないとされているこの建物に
ついて、保存すべきか、それとも取壊しを容認するか、ランク付けという評価方法自体は妥当な
ものなのか、被爆建造物の保存を巡る現実的な課題が露呈した事例となっている。 
 
（3）「被爆建造物等」のリストアップの根拠及びリストに含まれない被爆建造物の問題（5）（6） 
 長崎における「被爆建造物等」の作成される根拠はどこにあったのかについて、文献調査とヒ
アリング調査を試みたが、裏付けとなる確かな資料が得られなかった。調査を重ねていくうち、



リストに含まれていない被爆建造物の存在にも気づく。そこで、長崎市の「被爆建造物等」のリ
ストついて、再評価する必要性が見出された。この問題意識に基づき、研究は戦後の米国戦略爆
撃団による物理的なダメージの調査を整理し、当時の調査リストと現在の「被爆建造物等」のリ
ストとの相関関係を探ってみた。 
 長崎市では「被爆建造物等」の概念が使われる。「長崎市被爆建造物等の取扱基準」によると、
「原子爆弾による被害を受けた建築物、橋、石垣、鳥居、石碑等の建造物等」、とある。リスト
の内容を見ると、建築物や構造物などの建造物類を主要な対象としつつ、石垣、石碑、樹木など
が含まれる概念である、と分かる。一方、地上にあるものに主眼を置く概念として、土地や場所
の視点が、重要度が二次的になる、と言える。長崎における「被爆建造物等」の現在の状況につ
いて再調査を続け、リストアップされていないものの存在にも気づき、再検討する必要性を認識
してきた。以下には重要ポイントを挙げておく。 
 1）概念の妥当性の問題：「被爆建造物等」の概念は「建造物」を主要な対象としつつ、地上に
あるものに主眼を置くものである。現存するものが案内されるが、その実態は必ずしも被爆の実
態を正確に示すものではない。被爆の実態を知るために、他の情報を加える必要性が欠かせない。
また、場所的な情報からの検討が重要であると考える。そういう意味で、「被爆建造物」より、
「原爆遺構」あるいは「被爆遺構」の概念の方が包括的で、概念研究の必要性がある。 
 2）リストアップの根拠が明確に示されていない。長崎市原子爆弾被爆建造物の取扱基準（平
成 4年）には、「原子爆弾の熱線、爆風及び放射線により破壊され、又は著しく影響を受け、原
爆のすさまじさを感じさせる痕跡があるもの」と、「被爆の位置、規模、使用状況等から見て、
当時の被爆状況を社会的に訴えるもの」とあり、長崎被爆 50 周年事業被爆建造物等の記録には
約 137 件がリストアップされた。その後、取扱基準が修正され（平成 10 年）、リストされたもの
はさらにランク付けが加えられ、被爆の痕跡や社会的関連が「希薄」あるいは「認められない」
ものは Cや Dランクにされた。しかし、取扱基準があるものの、リストアップの基準に関する記
録は調査では得られなかった。 
 3）ランク付けの有効性が見えない。長崎市が被爆建造物等について A〜D の 4段階にランク分
けをし、A、B ランクのものを保存対象としている。保存対象であるものを A と B にさらに分け
るメリットは何か。同じく、保存対象にならないものをさらに Cと Dに分ける理由は何か分から
ない。そもそも保存対象とされている Bランクのものでもこれまでに保存されずに滅失し、ラン
ク付けの有効性は問われる。一方、保存対象にならない C、D ランクのものは本当に保存する意
味はないのかも疑問点が残る。 
 4）保存と活用にはまだ様々な課題が残る。リストアップは最終目的ではない。被爆の歴史を、
これらのものを通して伝え、平和のための学習に活用されてこそ目的である。現状としてはリス
トにある 100 あまりのものは、大部分は活用されていないままになっている。有効活用には都市
計画的な工夫が不可欠となっている。 
 被爆の歴史を記憶するものとして、「都市」は重要な役割があり、そして、そこに残される様々
な「原爆遺構」は歴史を伝える重要な担体となる。調査研究を通して、被爆建造物等はバラバラ
として存在している状態では役割が薄く、より一層「場所」という記憶の枠組みに組み込まれな
ければ、しかるべき発信力が発揮できないのではないか、と感じてきた。そういう意味で、今後、
再調査を含め、被爆の歴史の細部を踏まえた「原爆遺構」という新たなコンセプトと枠組みにお
いて再構築することが新たな課題として見だされる。総じて、現存する実態、被爆の歴史、そし
て都市計画という三者関係において、概念規定の見直しを含めて、被爆の関連遺跡・遺構を記憶
の場所として再評価していくことは新たな出口と改善策として、本研究を通して得られたさら
なる方向性となっている。 
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